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Abstract:	 This study aimed to develop a general scale to measure the organizational culture of com-
munity sports clubs in Japan and China. Such a scale would act as a step toward clarifying the general 
characteristics of the organizational culture of community sports clubs and examining their potential 
function as centers for local cultural activities.

Based on semi-structured interviews of a total of eight participants from two community sports clubs 
in the Tokyo metropolitan area, we created a new scale to measure organizational culture in the prelimi-
nary survey. This survey sent requests to around 50 community sports clubs in Tokyo and Shanghai, 
and focused on instructors (aged 20 and above) who responded that they would cooperate with the sur-
vey. Valid responses were received from 100 instructors in Japan and 502 instructors in China. The 
study was implemented with the approval of the Nippon Sport Science University Research Ethics Re-
view Board. We conducted an exploratory factor analysis of motivations to participate (10 items), rea-
sons for continuation (15 items), goals (21 items), perceptions (14), and beliefs (22 items). A total of 13 
factors were extracted: from motivations to participate, the two factors of contribution and heteronomy; 
from reasons for continuation, the two factors of self-fulfillment and social interaction; from goals, the 
four factors of environmental, economic, networking, and teaching opportunities; from perceptions, the 
two factors of realistic internal problem recognition and realistic obligation problem recognition; and fi-
nally, from beliefs, the three factors of ideological policy issue recognition, ideological economic issue 
recognition, and ideological evaluation issue recognition. The 13-factor scale obtained was confirmed to 
be valid and reliable based on a confirmatory factor analysis and verification of the reliability of the con-
ceptual construct of the scale.

By using this study’s scales to examine the relationship between variables through a structural equa-
tion modeling approach, it is possible to capture the characteristics of the organizational culture of com-
munity sports clubs in Japan and China. Moreover, using multisample simultaneous analysis can help 
to identify patterns such as commonalities. Furthermore, analyzing the club instructors’ consciousness 
survey data enables the examination of the cultural function potential of community sports clubs.

要旨： 本研究では，地域スポーツクラブにおける組織文化の一般的特徴の明確化と地域の文化活動拠
点として機能を発揮する可能性を考察するための第 1段階として，日中両国における地域スポーツクラ
ブの組織文化を測定する一般的な尺度を開発することを目的とした。
予備調査では，東京都内にある二つの地域スポーツクラブの計 8名のクラブ関係者に半構造化インタ
ビューにより新たな組織文化の測定尺度を作成した。本調査は東京と上海の各 50地域スポーツクラブ
程度に依頼し，調査協力の回答が得られたクラブで配布可能な指導者（20歳以上）を対象とし，日本
100名，中国 502名の有効回答を得た。なお本研究は日本体育大学倫理審査委員会の承認を得て行われ
た。参加動機（10項目），継続理由（15項目），目標（21項目），知覚（14項目），信念（22項目）につ
いて，探索的因子分析を実施し，参加動機から貢献因子，他律因子の 2因子，継続理由から自己実現因
子，社交因子の 2因子，目標から環境機会因子，経済機会因子，連携機会因子，指導機会因子の 4因子，
知覚から現実的内部問題認識因子，現実的責務問題認識因子の 2因子，最後に信念から理念的方針課題
認識因子，理念的経済課題認識因子，理念的評価課題認識因子の 3因子，計 13因子を抽出した。得ら
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ツ指導者のコンピテンシー尺度作成などに留まり，文
化という視点からの研究は不十分である。さらにこれ
まで組織文化に着目した研究は少なく（伊藤，2008；
伊藤・長屋，2014），日中両国の地域スポーツクラブの
組織文化の特徴を明らかしたのは，趙ほか（2019）の
研究のみである。趙ほか（2019）は組織文化国際比較
研究の第一人者であるホフステード注 1)の調査項目を
日本と中国の地域スポーツクラブの組織文化に援用
し，両国に適用可能な組織文化の調査票を作成した。
そして，目標注 2)にかかわる 14項目，知覚注 3)にかかわ
る 5項目，信念注 4)にかかわる 10項目の計 29項目の質
問文からなる測定尺度を検討した。探索的因子分析の
結果，目標にかかわる経済機会因子（3項目），指導機
会因子（3項目），知覚にかかわる現実的問題認識因子
（4項目），信念にかかわる理念的課題認識因子（2項
目）の 4因子 12項目が抽出された。しかしながら，趙
ほか（2019）の研究はパイロット研究であり，調査対
象が日中両国の先進的な 20の地域スポーツクラブに
限定されたもので，事例研究の範囲にとどまっており，
この組織文化と地域の文化活動拠点としての機能との
関係を分析するまでに至らなかった。また，質的に様々
な対象を調査し，地域スポーツクラブのより一般的な
組織文化の特徴を明らかすることや，指導者の意識を
考察することで，地域の文化活動拠点としての地域ス
ポーツクラブの今後の可能性を探索することも求めら
れる。趙ほか（2019）は地域スポーツクラブの測定に
必要だが，企業組織には適合しない項目が存在する可
能性があるため，企業組織の視点からでなく，地域ス
ポーツクラブの視点からの組織文化測定尺度開発はク
ラブへの参与観察等により新たな項目を追記しての検
証が必要となると指摘している。
そこで，本研究では，地域スポーツクラブにおける
組織文化の一般的特徴の明確化と地域の文化活動拠点
として機能を発揮する可能性を考察するための第 1段
階として，日中両国における地域スポーツクラブの組

1．はじめに

総合型地域スポーツクラブは，文部科学省によって，
1995年に「総合型地域スポーツクラブ育成モデル事
業」が開始され，2019年 7月末には全国の創設クラ
ブ（創設準備中を含む）は 3,604となっている（スポー
ツ庁，2020）。中国でも，2004年以降，国家政策とし
て全国に地域スポーツ健身クラブの設立，振興が図ら
れ，2008年の時点で国家級クラブは 236となっており
（趙，2016），現在各省・直轄市・自治体ごとにクラブ
を展開している（以下，総合型地域スポーツクラブ，
地域スポーツ健身クラブを「地域スポーツクラブ」と
略す）。
地域スポーツクラブは地域住民が主体的に運営する
クラブを指し，スポーツ振興政策の柱のひとつである。
日本と中国は地域スポーツクラブのアジアでの先進国
であり，地域住民の健康増進に加え，新たに地域の文
化活動拠点として発展することが求められている。現
在，日本と中国の両国において，地域スポーツクラブ
の質的転換やクラブのあり方の検討が必要である（ス
ポーツ庁，2017；趙ほか，2019）と指摘されているこ
とから，文化に着目した基礎研究の蓄積が課題となる。
一般に組織の質的転換は，表面的な人間関係の問題に
とどまらず，組織の理念や価値観の見直しまで求めら
れる。理念や価値観は，シンボル，信念などと同様，
成員の行動様式の型である組織文化を構成する要素で
ある。そのため，質的転換には既存の組織文化を理解
するとともに，日本と中国という文化や社会制度の違
いを超えた普遍性のある地域スポーツクラブの特徴も
考慮した新たな研究課題の策定が必要となる。すなわ
ち，日中両国のクラブの現在の組織文化の中に，地域
の文化活動拠点として機能できるだけの要素があるの
か否か，あるとすればそれは何か？という基本的な問
題提起に答えなければならない。しかし，従来の研究
はクラブ運営や経営，組織連携，会員の満足度，スポー

れた 13因子構造の尺度に対して確認的因子分析，尺度構成概念信頼性の検証などを行った結果，その
妥当性と信頼性を確認した。
本研究尺度を用いて，構造方程式モデリングで変数間の関係性を検証することにより，日中両国にお
ける地域スポーツクラブの組織文化の特徴を捉えることができること，また多母集団同時分析により，
共通性なども確認できると考えられる。さらに，地域スポーツクラブにおける指導者の意識調査からク
ラブの文化機能の可能性を確認することができると考えられる。
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度を開発する必要がある。
上述を踏まえ，次に行う本調査で用いる質問紙に含
める調査項目を収集した。すなわち当初の参加動機に
かかわる質問「このクラブの指導や運営活動を始めた
動機」，継続理由にかかわる質問「このクラブで指導や
運営活動を続けている理由」，目標にかかわる質問「ク
ラブの活動のうち，大切だと考えている理想的な条
件」，知覚にかかわる質問「クラブで発生した問題」，
信念にかかわる質問「クラブに関わったことでこうあ
るのが当たり前だ，一般にこうあるべきだと考えてい
ること」の 5カテゴリーを設定した。

2.4　調査手続き
予備調査は以下の手順に従って行った。事前にクラ
ブ運営者を通し，対象者に書面にて調査目的や方法な
どを説明した。調査は本研究の筆頭筆者が行い，導入
のコメントとして自己紹介と調査目的や調査内容につ
いて改めて説明し，対象者の同意を得た上で，内容を
ICレコーダーに録音した。インタビューは対象者 1人
につき一回，プライバシーが確保できる個室で行い，
時間は対象者によって異なり，30分から 40分程度で
あった。

2.5　予備調査の結果
得られた音声データは，データの全体を書き起こし
て逐語録を作成した。KJ方を用いて，収集したデータ
を整理し，統合し得られた測定尺度原案を地域スポー
ツクラブの専門家と専門会議にて検討し，重複や妥当
でない測定尺度を削除した。さらに指導者研究の専門
家およびクラブ運営者に調査票全体の構成を吟味して
もらい，質問をブラッシュアップし，新たな測定尺度
を決定した。参加動機にかかわる質問項目は，「知り合
いの勧誘」，「自由時間」，「好きな活動」などの 10項
目，継続理由に関する項目は，「参加者の元気」，「家族
の応援」，「出会い」などの 15項目，目標にかかわる質
問項目は，「気持ち」，「行政の支援体制」，「企業の協
力」などの 15項目，知覚にかかわる質問項目は，「見
合った報酬の支払い」，「参加者の募集」，「意見の検討」
などの 10項目，信念にかかわる質問項目は，「地域と
の密着」，「見合った報酬を与えること」，「参加費の支
払い」などの 20項目が抽出された（表 1）。

3．本 調 査

3.1　方法
3.1.1　研究の手順
まず趙ほか（2019）による経営学の組織文化測定尺
度から地域スポーツクラブに適用された質問項目以外
に，予備調査から抽出された新たな項目を追記し，調

織文化を測定する一般的な尺度を開発することを目的
とした。
本研究のオリジナリティは，地域スポーツクラブの
視点から半構造化インタビューにより新たな測定尺度
を作成した上で，尺度を開発した点である。

2．予備調査

ここでは，本調査で使用する質問紙の質問項目を選
択するための予備調査として，地域スポーツクラブの
関係者を対象としたインタビュー調査を実施し，地域
スポーツクラブの視点からの組織文化尺度について検
討した。

2.1　調査対象
会員数，種目数，指導者数の規模が異なる東京都内
にある二つの地域スポーツクラブの計 8名のクラブ関
係者（クラブ運営者 1名，指導者 4名，クラブ運営者
兼指導者 3名）（20歳以上）を対象者とした。対象者
の年齢構造は，20歳代（2名），40歳代（1名），50歳
代（名 2），60歳代（1名），70歳代（1名）であった。

2.2　調査時期と調査方法
2020年 12月下旬に半構造化インタビューによる聞
き取り調査を行った。

2.3　質問内容
2.3.1　質問内容の理論的枠組み
趙ほか（2019）の研究は，経営学の組織文化測定尺
度が日中両国に適用可能な地域スポーツクラブの組織
文化測定尺度として妥当であるかどうかを検証するこ
とであった。探索的因子分析により，目標から 2因子
6項目，知覚から 1因子 4項目，信念から 1因子 2項
目，合計 4因子 12項目が抽出された。それに倣って，
目標，知覚，信念にかかわる質問項目が抽出されるよ
うな質問を設定した。また，営利組織である企業の組
織文化研究を非営利組織である地域スポーツクラブに
適用するにあたっての課題を解決するひとつの方向性
として，ボランティアという要素を考慮した尺度を開
発することで，より一般性のある地域スポーツクラブ
の組織文化の測定尺度を開発できると考えられる。ボ
ランティアの語源は，ラテン語の voluntas（ヴォラン
タス）であり，自由意志や自主性を意味している（ス
ポーツにおけるボランティア活動の実態等に関する調
査研究協力者会議，2000）。自由意志とは自分の理由や
欲求にそって行為を選択する能力を意味している（渡
辺ほか，2014）。したがって，クラブ関係者がどのよう
な参加動機をもって，クラブ活動に参加した（参加し
ている）のかという参加動機という要素を考慮した尺
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表 1　インタビュー調査より得られた測定尺度
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導機会因子」，「現実的問題認識因子」，「理念的課題認
識因子」の 4因子 12項目を抽出したもの（趙ほか，
2019）を用いた。また，新たに構築された尺度の信頼
性・妥当性を検討するために，信頼性・妥当性が確認
された組織風土尺度も質問紙に追加した。
上述によって，日本語の調査用紙を確定した。質問
紙の中国語訳については，陳・土屋（2016）の尺度の
翻訳方法に倣って中国語に翻訳した。筆頭筆者（在日
歴 12年・日本語能力試験（JLPT）1級）が日本語の質
問紙を標準中国語に訳し，日本にいる日本語翻訳を専
門とする中国人（日本語通訳・翻訳歴 44年，在日歴
29年）によってバックトランスレーションを行い，逆
翻訳された日本語ともとの日本語を比較した結果，翻
訳尺度は日本語原文と一致するものであることが確認
された。また，中国地域スポーツクラブの専門家と指
導者に調査票全体の構成を吟味してもらい，文言など
の修正を行い，中国語の質問紙を確認した。

3.1.6　分析方法
組織文化尺度の因子については，まず参加動機，継
続理由，目標，知覚，信念のそれぞれについて探索的
因子分析（最尤法のプロマックス回転）を行った。ま
た因子構造の妥当性を検証するために確認的因子分析
を行い，尺度の構成概念信頼性の検証も行った。さら
に基準関連妥当性が認められた組織風土との相関分析
を行った。分析には，IBMSPSS Statistics 27.0および
Amos 27.0を用い，有意水準は 5％とした。

3.2　結果
3.2.1　調査対象者の属性
表 2は①性別，②婚姻状況，③年齢，④最終学歴，
⑤指導種目，⑥指導者資格，⑦謝金の有無，⑧他クラ
ブなどでの指導の調査対象者の基本的属性を表したも
のである。基本的属性で大きな差がみられたのは 6項
目であった。指導者の性別が日本は男性 49.0％，女性
50.0％に対して，中国は男性 27.3％，女性 71.9％であ
り，中国は女性の指導者の割合が多かった。また，30
歳代の指導者が日本 2.0％，中国は 24.9％で，70歳以
上の指導者が日本 15.0％，中国 5.8％で，中国は若年世
代の指導者が多く，日本では高齢指導者の方が多かっ
た。最終学歴については，全体的に日本は中国より高
学歴である。指導種目については，日本では球技の指
導者が多く，中国ではダンス系の指導者が多かった。
謝金の有無では，「実費以外に一定額の謝金が出る」指
導者が日本は 71.0％で中国の 14.9％より多かった。最
後に，他クラブなどでの指導では，「有」と回答した指
導者は日本の方が多かった。

6項目において日本と中国に有意な差がみられた

査票を作成する。次に探索的因子分析により信頼性の
ある尺度を抽出する。さらに，得られた因子構造の妥
当性を確認的因子分析，収束的妥当性の検証によって
検討する。最後に新たに構築された尺度と，類似する
組織風土測定尺度との相関を検討し，組織文化尺度の
基準関連妥当性を確認する。

3.1.2　調査対象
本調査の調査対象は日本東京および中国上海の地域
スポーツクラブの指導者（20歳以上）とした。両都市
において 50クラブ程度を抽出し，書面にてクラブ代表
者に対して調査目的，調査方法，倫理的配慮などの説
明を行った上で，調査協力を依頼した。日本 15クラブ
（30.0％），中国 37クラブ（74.0％）から調査協力の回
答が得られた。その後，各クラブで配布可能な指導者
を対象とした。

3.1.3　調査時期と調査方法
調査は，2021年 1月 28日～ 2月 24日にかけて，新
型コロナウィルスの感染拡大防止のため，web（mirco-
soft forms）によるアンケート調査を実施した。分析に
不備があつたものを除外し，602（日本 100，中国 502）
の有効回答を得た。

3.1.4　倫理的配慮
調査の倫理的な配慮として，各地域スポーツクラブ
の責任者に事前に書面によって，調査は匿名とし，個
人やクラブが特定されないよう配慮することの説明を
行った。また，回答者には，研究の趣旨，記入方法を
説明し，個人情報の秘匿性，調査への参加は任意で回
答を拒否しても不利益を被ることは一切ないこと，ア
ンケートの回答をもって，本研究に同意したことを書
面で伝えた。
なお，本調査は日本体育大学倫理審査委員会の承認

（承認番号：第 020-H136）を受けて行われた。

3.1.5　調査用紙
3.1.5.1　属性
性別，婚姻状況，年齢，最終学歴，指導活動種目，
指導者資格，謝金の有無，他クラブなどでの指導につ
いての回答を求めた。
3.1.5.2　組織文化の尺度に関する本調査項目
調査項目は既存研究の測定尺度と予備調査から得ら
れた参加動機と継続理由，および目標，知覚，信念に
かかわる測定尺度で構成した。既存研究の測定尺度に
ついては，ホフステードの国際比較調査を援用した組
織文化尺度から，探索的因子分析により，地域スポー
ツクラブの組織文化に適合する「経済機会因子」，「指
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果，2因子 7項目が抽出された。次に継続参加動機の
15項目の探索的因子分析結果から，「因子抽出後」の
共通性があまりに小さい Q23「見合った報酬」，Q24
「後継者」を分析から除外し，またスクリープロットに
より固有値の減衰状況を考慮すると 2因子構造が妥当
であると判断された。そこで，2因子構造を想定して，
再度，探索的因子分析を行い，2因子 6項目が抽出さ
れた。
目標の 21項目の探索的因子分析結果から，4因子 18

項目が抽出された。
知覚の 14項目の探索的因子分析結果から，2因子 8
項目が抽出された。
信念の 22項目の探索的因子分析結果から，3因子 9
項目が抽出された。
参加動機にかかわる項目の因子 1は Q5「恩返し」，

Q6「スポーツの楽しさ」，Q4「協力」，Q7「町づくり」，

が，これも両国の組織文化を特徴づける要因と判断さ
れるが，今後の比較研究の課題である。

3.2.2　組織文化尺度の作成
はじめに地域スポーツクラブの組織文化の測定尺度
の偏りを検討した。一つの選択肢に 60％以上の分析者
が回答したものは偏りがある項目（滝澤・櫻井，2018）
としたが，最大でも一つの選択肢に 56％のものであっ
たため，大きな偏りはないものとして，全ての項目を
用いて探索因子分析を行った。表 3に参加動機，継続
理由，目標，知覚，信念に関するそれぞれの質問項目，
および探索的因子分析結果の因子負荷量を示した。
参加動機の 10項目に対し，探索的因子分析（最尤法
のプロマックス回転）を行い，「因子抽出後」の共通性
があまりに小さい Q8「報酬」を分析から除外し（寺
島・廣瀬，2015），再度，探索的因子分析を行った結

表 2　調査対象者の基本的属性
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表 3　参加動機，継続理由，目標，知覚，信念の測定尺度および各項目の因子負荷量
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Q52「参加者が集まらないこと」，Q51「報酬が支払え
ないこと」，Q58「情報機器の無知」で構成され，クラ
ブ内の現実的な問題点に対する認識を表す内容である
ので，「現実的内部問題認識因子」と命名した。因子 2
は，Q48「役割不明」，Q49「責務不明」で構成され，
クラブにおける指導者としての自らの役割や職責の明
確さに対する認識を表す内容であるので，「現実的責務
問題認識因子」と命名した。
そして，信念に関する項目の因子 1は，Q72「地域
の軸」，Q71「地域貢献」，Q73「サイクル作成」，Q63
「地域密着」で構成され，クラブ活動方針への信念の理
想的な方向性に関する課題の認識を表す内容であるの
で，「理念的方針課題認識因子」と命名した。因子 2
は，Q62「興味のある活動」，Q74「最低報酬」，Q64
「見合った報酬」で構成され，指導者の活動や報酬への
信念の理念的な方向性に関する課題の認識を表す内容
であるので，「理念的経済課題認識因子」と命名した。
因子 3は，Q78「指導計画作成」，Q80「活動に対する
評価」で構成され，指導計画やクラブ活動評価への信
念の理念的な方向性に関する課題の認識を表す内容で
あるので，「理念的評価課題認識因子」と命名した（表
4）。

3.2.3　尺度の信頼性
尺度のクロンバック α係数について，「貢献因子」
は .869，「他律因子」は .673，「自己実現因子」は .868，
「社交因子」は .852，「環境機会因子」は .884，「経済機
会因子」は .906，「連携機会因子」は .852，「指導機会
因子」は .795，「現実的内部問題認識因子」は .844，「現
実的責務問題認識因子」は .869，「理念的方針課題認識

Q10「元気づける」で構成され，人や地域のために役
立ちたい，スポーツや地域に貢献したいことから，「貢
献因子」と命名した。因子 2は Q2「自由時間」，Q1
「勧誘」で構成され，余暇の時間や友人の勧誘であるこ
とから，「他律因子」と命名した。継続理由にかかわる
項目の因子 1は，Q22「達成感」，Q15「誇り」，Q19
「見守る」，Q25「活動普及」で構成され，指導による
充足感や意欲などのことから，「自己実現因子」と命名
した。因子 2は，Q17，Q18とも「仲間」で構成され，
仲間を作ることや仲間がいることから，「社交因子」と
命名した。
目標にかかわる項目の因子 1は，Q45「活動場所の
環境」，Q44「信頼関係」，Q42「住民協力」，Q40「施
設」，Q43「お手伝いしやすい環境」，Q46「やりがい」，
Q41「発言自由」で構成され，クラブが指導者に提供
する理想的な環境的機会に関することであることか
ら，「環境機会因子」と命名した。因子 2は，Q26「高
い報酬」，Q37「見合った報酬」，Q38「最低補償」，Q30
「昇進の機会」，Q27「福利厚生」で構成され，クラブ
が指導者に提供する理想的な経済的機会であることか
ら，「経済機会因子」と命名した。因子 3は，Q34「企
業協力」，Q35「医療関係者連携」，Q33「行政支援」で
構成され，クラブが指導者に提供する理想的な外部団
体や個人との繋がりの機会であることから，「連携機会
因子」と命名した。因子 4は，Q31「技術の発揮」，Q32
「気持ち」，Q29「希望に沿う活動期間」で構成され，ク
ラブが指導者に提供する理想的な指導的機会に関する
ことであることから，「指導機会因子」と命名した。
知覚に関する項目の因子 1は，Q59「指導者間の不
知」，Q60「指導者の不足」，Q54「需要水準の未達成」，

表 3　（続き）
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表 4　参加動機，継続理由，目標，知覚，信念の尺度の因子と因子負荷量・α係数・CR
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するため，確認的因子分析，尺度の構成概念信頼性の
検証と相関分析を行った。
確認的因子分析を検討した結果，適合度 GFI=0.88，

AGFI=0.86，CFI=0.95，RMSEA=0.04，CMIN/DF=1.96
となり，一般的に GFIは 0.9以上であれば，説明力が
あると判断でき，AGFI，CFIはどちらも 1に近づくほ

因子」は .898，「理念的経済課題認識因子」は .746，「理
念的評価課題認識因子」因子は .811であり，内的整合
性が良好であるとされる（表 4）。

3.2.4　尺度の妥当性
次いで，13因子 48項目の因子構造の妥当性を確認

図 1　地域スポーツクラブの組織文化尺度　確認的因子分析モデル
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た。因子間の相関を「0.2<|r|」という基準で見ると，
貢献因子，社交因子，連携機会因子，現実的内部問題
認識因子の 4因子は組織環境性尺度と弱い相関が認め
られ，他の因子は，ほとんど相関が見られなかった。
また，現実的責務問題認識因子は伝統性尺度と弱い相
関が認められ，他の因子は，ほとんど相関が見られな
かった。したがって特に組織風土尺度と 4因子で適度
な相関が得られたため，基準関連妥当性があると判断
された（表 5）。
以上の結果より，抽出された 13因子 48項目の尺度
は，日中両国における共通する地域スポーツクラブの
組織文化を測定する一般的な尺度であるということが
できる。

3.3　日中において組織文化尺度の因子の平均値
表 6は，各因子の全体および日本と中国の平均値の
結果である。13因子の全体平均値をみると，5段階評
定で貢献因子 4.38，他律因子 4.06，自己実現因子 4.28，
社交因子 4.39，環境機会因子 4.28，経済機会因子 2.82，
連携機会因子 4.00，指導機会因子 4.13，現実的内部問
題認識因子 2.59，現実的責務問題認識因子 2.38，理念
的方針課題認識因子 4.40，理念的経済課題認識因子
3.81，理念的評価課題認識因子 4.29であった。

4．考　　察

本研究の目的は，日中両国における地域スポーツク
ラブの組織文化を測定する一般的な尺度を開発するこ
とだった。予備調査では，地域スポーツクラブの視点
から半構造化インタビューにより新たな測定尺度が作
成された。本調査で探索的因子分析の結果，参加動機
にかかわる貢献因子（5項目），他律因子（2項目），継
続理由にかかわる自己実現因子（4項目），社交因子（2
項目），目標にかかわる環境機会因子（7項目），経済
機会因子（5項目），連携機会因子（3項目），指導機会
因子（3項目），知覚にかかわる現実的内部問題認識因

ど適合が良い（豊田，2007，p. 18），また RMSEA≤0.8，
CMIN/DF ≤ 3.0とされている（Hair et al., 2006）。適合
度の GFIではやや低い（<0.9）が，変数が 30以上のパ
ス図の場合は，GFIの低さの理由だけでそのパス図を
捨てる必要はない，と言われている（豊田，2007）。大
石・都竹（2009）も GFIは 1に近いほど良く，0.9以
上を目安とするとされているが，変数の数が多い複雑
なモデルでは 0.9に近づけることが難しくなる傾向が
あり，RMSEAなどの他の指標を参考にしながら判断
すると良いとされる，と指摘している。本研究での変
数は 48と多く，大竹・都竹（2009）の指摘に従えば，
因子的妥当性があると判断された（図 1）。
次に本尺度の構成概念信頼性の検証を行うため，CR
を算出した。CRが全ての因子で .70以上の値であり，
基本値（Bagozzi and Yi, 1988）を超えたことから，本
尺度は構成概念信頼性があると判断された（表 4）。
最後に新たに構築された組織文化尺度の基準関連妥
当性を検証するため，福井ほか（2004）によって，信
頼性と妥当性が認められた組織風土尺度注 5)との関係
性を検討する相関分析を行った結果，クラブの組織文
化尺度と組織風土の組織環境性尺度との相関は .064か
ら .317，伝統性尺度との相関は .005から –.363であっ

表 5　新たに構築された組織文化尺度と組織風土の尺度と
の相関

表 6　各因子の全体および日中の平均値
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新たに抽出された組織文化尺度と信頼性および妥当
性が認められている組織風土との相関が 1.000となっ
た場合，それは組織風土を測定するものとなり，組織
文化を測定していないことになる。また相関が 0.000
となった場合は，組織を測定しないということになる。
今回の結果は，全体的に適切な相関が得られたことか
ら，作成された尺度は組織風土尺度では測定できない
組織文化を測定できる尺度として妥当性を有すると
いってよい。

4.1　参加動機にかかわる因子
参加動機に関しては，「貢献因子」，「他律因子」，継
続理由では，「自己実現因子」，「社交因子」が抽出され
た。4因子の全体平均値をみると，5段階評定で，4.38，
4.06，4.28，4.39となり，どちらの因子も 4以上の高い
値となった。地域スポーツクラブの指導者は，スポー
ツの振興や地域などに貢献したい気持ちと，一方では
時間があり，また知り合いからの勧誘で始めたという
ことを示唆している。指導活動を通じて，指導者自分
の内側から意欲が喚起されることや仲間づくり，指導
活動の目的に共鳴する仲間がいるから，自分自身の意
志で継続しているということを示唆している。ただし，
これは地域スポーツクラブの指導者だけに限るもので
はないものと思われる。本調査で得られた参加，継続
の 4因子は，松岡・小笠原（2002）によって構成され
た非営利スポーツ組織を支えるボランティアの動機の
8要素中の「社会的義務」，「組織的義務」，「自己陶冶」，
「社交」と類似している。谷田（2001）は，大学生が福
祉ボランティア活動をする動機を分析し，最初の動機
にかかわる因子から，「社会に対する恩返し」，「自由時
間の存在」の項目，継続の動機にかかわる因子から，
「人間関係の発展の機会」，「ボランティア組織の目的に
共鳴」の項目が抽出されていた。したがって，これは
ボランティア全般に言えるものと思われる。

子（6項目），現実的責務問題認識因子（2項目），信念
にかかわる理念的方針課題認識因子（4項目），理念的
経済課題認識因子（3項目），理念的評価課題認識因子
（2項目）の 13因子 48項目が抽出された。この 13因
子 48項目について確認的因子分析を行った結果，適合
指数から尺度の妥当性が確認された。
また構成概念信頼性を検討した結果，CRが全ての
因子で基本値を超えた値を示していたため，構成概念
信頼性が認められた。
さらに，基準関連妥当性を検討するために，福井ら
ほか（2004）によって信頼性と妥当性が認められた組
織風土尺度との相関分析を行った。組織文化は，組織
風土を含んでいるものであるが，組織風土にない組織
文化の特徴をもつ。同時に，組織風土は組織文化以外
の側面があるので，組織文化と組織風土は全く同じも
のではない。またこの組織風土尺度は営利組織である
企業を対象にしたものであり，非営利組織である地域
スポーツクラブにそのまま適合しない面がある（趙ほ
か，2019）。表 5の結果から，貢献因子，社交因子，連
携機会因子，現実的内部問題認識因子の 4因子は組織
環境性尺度と弱い相関が認められ，他の因子は，ほと
んど相関が見られなかった。また，現実的責務問題認
識因子は伝統性尺度と弱い相関が認められ，他の因子
は，ほとんど相関が見られなかった。組織風土尺度の
組織環境性尺度は，構成員が生き生きと働ける組織環
境かどうかを表している（表 7）。地域スポーツクラブ
の指導者は，スポーツの振興や地域などへの貢献，仲
間，他組織との連携，クラブ内の現実的な問題点は組
織内で生き生きと働けるかどうかとは関係性があるこ
とを示唆している。伝統性尺度は，強制的・命令的・
封建的な風土を表している（表 7）。企業組織と異なり，
地域スポーツクラブはボランティアを主要な構成員と
する組織である。したがって，伝統性尺度との相関が
ほとんど相関なし，相関が弱いのはある意味で当然の
ことである（趙ほか，2019）。

表 7　組織風土尺度の質問項目
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唆される。今後はクラブ運営者の視点からの検討が必
要であると考えられる。

4.4　信念にかかわる因子
信念にかかわる項目から，「理念的方針課題認識因
子」，「理念的経済課題認識因子」，「理念的評価課題認
識因子」が抽出された。3因子の全体平均値は，4.40，
3.81，4.29であり，高い値となった。信念は，当該社
会の一般的な規範から導き出された「欲望の志向性と
しての価値」である。それは，「一般にこうあるべき
だ」，「こうあるのが当たり前だ」という判断基準にか
かわる価値とみなすことできることから，指導者が「こ
うあるべき，こうあるのが当たり前だ」という信念が
地域スポーツクラブは地域と密着，地域の軸，地域へ
の貢献，理想的なサイクルの作成，興味のある活動，
見合った報酬や活動への評価，などを求めている。以
上のことから，指導者が考えているクラブのあるべき
姿を反映していると言える。地域住民によって地域ス
ポーツクラブを創設し，運営するのが特徴であるため，
今後，クラブ運営者，会員の視点からの検討も必要で
あると考えられる。

4.5　本研究の限界・課題と展望
本研究では日本の有効データが 100しか回収できな
かった。新型コロナウイルス感染症拡大防止のため，
緊急事態宣言が発出され，調査対象地域も緊急事態宣
言の対象であった。多くのクラブが活動中止であった
ため，中国のようなデータ数を回収することに限界が
あった。この点は今後の課題として，継続的に研究を
進める必要がある。また，本調査は日中両国の地域ス
ポーツクラブにおける組織文化の尺度を開発するため
のデザインであることから，貢献因子，他律因子，自
己実現因子，社交因子，連携機会因子，現実的内部問
題因子，理念的方針課題認識因子の平均値で見られた
差の検討は，今後の組織文化比較の課題で検討する必
要がある。さらに，本研究は地域スポーツクラブの運
営者と会員を結ぶ指導者の視点から尺度を開発するた
めのデザインであることから，今後よりクラブ運営者
や会員の視点からのデザインも検討する必要がある。

5．結　　論

本研究では，地域スポーツクラブにおける組織文化
の一般的特徴の明確化と地域の文化活動拠点として機
能を発揮する可能性を考察するための第 1段階とし
て，日中両国における地域スポーツクラブの組織文化
を測定する一般的な尺度を開発することを目的とし
た。
探索的因子分析により，地域スポーツクラブの組織

4.2　目標にかかわる因子
目標にかかわる項目から，「環境機会因子」，「経済機
会因子」，「連携機会因子」，「指導機会因子」が抽出さ
れた。4因子の全体平均値をみると，4.28，2.82，4.00，
4.13であった。目標についての質問は，指導活動やク
ラブそのものについてではなく，理想的な指導活動に
おける一般的な問題であることから，環境機会因子，
連携機会因子，指導機会因子が高いのは，地域スポー
ツクラブの指導者が環境機会，連携機会，指導機会の
充実に向けての高い動機づけがあると言える。一方，
経済機会因子の値は高くなかった。経済機会因子は高
い報酬，見合った報酬，最低補償，昇進の機会，福利
厚生といった指導者の待遇にかかわるものである。地
域スポーツクラブは，ボランティア指導者が多いこと
から，経済機会よりも環境機会，連携機会，指導機会
にかかわる条件を強く求めることが示唆される。また
経済機会を求めないというのは，日本でも高齢者の割
合が高い（46.0％），中国で女性の割合が高い（71.9％）
ことが影響していると思われる。今後の社会状況の変
化により，変わる可能性はあるものの，ボランティア
が多いことを考えると当面は変化がないと考えられ
る。「経済機会因子」，「指導機会因子」の 2因子につい
ては，趙ほか（2019）の先行研究でも同様に抽出され，
また 2因子の全体平均値は，2.85，3.99となり，経済
機会に対する要求があまりなく，指導機会に対する要
求が強いという結果も一致した。「環境機会因子」，「連
携機会因子」の 2因子は，新たな因子として抽出され
たと言える。本調査ではクラブ指導者が求める理想的
な指導活動は，4つの指導機会で構成されることが分
かった。

4.3　知覚にかかわる因子
知覚にかかわる項目から，「現実的内部問題認識因
子」，「現実的責務問題認識因子」が抽出された。2因
子の全体平均値は，2.59，2.38であった。知覚につい
ての質問は，活動の状況面やその問題点に対する主観
的な認識を問うものであることから，平均点が低いと
いうことは，地域スポーツクラブにおいて，クラブ内
での現実的諸問題が多くないということを反映してい
るとみられる。趙ほか（2019, p. 14）の研究でも抽出
された現実的問題認識因子の全体平均値（2.16）が低
かったという点で一致した。しかし，スポーツ庁（2020）
の総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果に
よると，クラブの現在の課題として，クラブ運営を担
う人材の世代交代・後継者（75.8％），指導者の確保
（養成）（54.6％）等が課題として挙げられている点で
一致しなかった。違いが生じた原因として，クラブ運
営者とクラブ指導者との認識が異なっていることが示
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的な問題についての見解を問うものである。仕事の
目標は欲望の客体としての価値である。それは仕事
の目標を達成しようとする動機づけにかかわる価
値であり，客体としての組織文化の中核となる価値
観を測定するものとなる。

注 3)	知覚についての質問は，活動の状況面やその問題点
に対する主観的な認識を問うものである。この質問
ではクラブ運営者を含む指導者の様々な行動に焦
点を当てている。

注 4)	信念は，当該社会の一般的な規範から導き出された
「欲望の志向性としての価値」である。それは，「一
般にこうあるべきだ」，「こうあるのが当たり前だ」
という判断基準にかかわる価値とみなすことでき
る。知覚と信念は，行為主体としての成員の具体的
な組織行動を主体側からとらえ，行動に現れる組織
文化の認識や判断を測定するものとなる。

注 5)	組織風土尺度は，強制的・命令的で封建的な風土を
表す「伝統性尺度」と，従業員の参加度が高く合理
的な組織管理がなされている風土を表す「組織環境
性尺度」の 2つの尺度で構成されている（表 7）。
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注

注 1)	多国籍企業 IBMの社員を対象とし，国際比較調査
を実施し，世界の主要国の国民文化の類似性と差異
を分析した。ホフステードは「ある組織に属する人
間の心に集合的にプログラムとして組み込まれる
もの」とし，組織の価値観を中核とし，表面に具体
的な行動様式が現れる「たまねぎ型モデル」（イワ
イ・イワイ，1995）を提供している。たまねぎ型モ
デルは図 2のように，価値観と慣行（行動様式）で
組織文化の全体像を表現している。中核を形成する
のが価値観，最も表面に現れるのがシンボルであ
り，シンボルと価値観をつなぐ慣行にみられるパ
ターンを組織文化とみなしている。本研究は文化の
中で特にシンボルと価値観を焦点に合わせるもの
である。

	

図 2　たまねぎ型モデル

注 2)	目標についての質問は，指導活動やクラブそのもの
についてではなく，理想的な指導活動における一般



1109

趙　ほか

および中国における地域スポーツクラブの組織文化
に関する比較研究．スポーツ産業学研究，29(1): 5–23.

陳　昱龍・土屋裕睦（2016）大学生におけるライフスキ
ルに関する中国と日本の国際比較―中国語版日常生
活スキル尺度の作成―．スポーツ産業学研究，26(1): 
1–12.

寺島拓幸・廣瀬毅士（2015）SPSSによるデータ分析．東
京図書，東京．

豊田秀樹（2007）共分散構造分析［Amos編］．東京図書．
福井里江・原谷隆史・外島　裕・島　　悟・高橋正也・中

田火紀・深澤健二・大庭さよ・佐藤恵美・廣田靖子
（2004）職場の組織風土の測定―組織風土尺度 12項
目版（OCS-12）の信頼性と妥当性．産業衛生学雑誌，
46(6): 213–222.

ホフステート：岩井紀子・岩井八郎訳（1995）多文化世
界―違いを学び共存への道を探る．有斐閣；東京，
p. 7.

松岡宏高・小笠原悦子（2002）非営利スポーツ組織を支
えるボランティアの動機（特集スポーツ・ボランティ
ア）．体育の科学，52(4): 277–284.

文部科学省（online）「総合型地域スポーツクラブ育成マ
ニュアル」，http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/
club/main3_a7.htm（参照 2021年 1月 25日）

渡辺　匠・櫻井良祐・綿村英一郎・唐沢かおり（2014）自
由意志・決定論尺度（The Free Will and Determinism 
Plus Scale: FAD+）日本語版の作成．パーソナリティ
研究，23(1): 53–56.

〈連絡先〉 
著者名：趙　倩穎
住　所：神奈川県横浜市青葉区鴨志田町 1221-1
所　属：日本体育大学体育スポーツ科学系
E-mailアドレス：zhao@nittai.ac.jp


